
２ 過去の事例 

（１）コンタクトレンズの販売価格の表示等に関する事件 

件   名 
（公表年月日）

内  容 

令和２年（認）第５号 

株式会社シードに対する件 

（令和２年１１月１２日確

約計画の認定） 

 公正取引委員会は，シードに対し，同社の次の行為が独

占禁止法の規定に違反する疑いがあるものとして，確約手

続通知を行ったところ，同社から確約計画の認定申請があ

り，当該計画が独占禁止法に規定する認定要件に適合する

と認め，当該計画を認定した。 

ア シードは，自社の「Ｐｕｒｅシリーズ」と称する一日

使い捨てコンタクトレンズ及び二週間頻回交換コンタク

トレンズの販売に関し，小売業者に対して，広告への販

売価格の表示を行わないように要請していた。 

イ シードは，自社の「Ｐｕｒｅシリーズ」と称する一日

使い捨てコンタクトレンズ及び二週間頻回交換コンタク

トレンズの販売に関し，小売業者に対して，医師の処方

を受けた者にインターネットによる販売を行わないよう

に要請していた。 

令和２年（認）第２号 

クーパービジョン・ジャパ

ン株式会社に対する件 

（令和２年６月４日確約計

画の認定） 

公正取引委員会は，クーパービジョン・ジャパンに対

し，同社の次の行為が独占禁止法の規定に違反する疑いが

あるものとして，確約手続通知を行ったところ，同社から

確約計画の認定申請があり，当該計画が独占禁止法に規定

する認定要件に適合すると認め，当該計画を認定した。 

ア クーパービジョン・ジャパンは，自社の一日使い捨て

コンタクトレンズ及び二週間頻回交換コンタクトレンズ

の販売に関し，小売業者に対して，広告への販売価格の

表示を行わないように要請していた。 

イ クーパービジョン・ジャパンは，自社の一日使い捨て

コンタクトレンズ及び二週間頻回交換コンタクトレンズ

の販売に関し，小売業者に対して，医師の処方を受けた

者にインターネットによる販売を行わないように要請し

ていた。 

平成２２年（措）第２０号 

ジョンソン・エンド・ジョ

ンソン株式会社に対する件 

（平成２２年１２月１日排

除措置命令） 

① 取引先小売業者との取引に当たり，ワンデーアキュ

ビュー９０枚パックの販売及びワンデーアキュビューモ

イスト９０枚パックの販売に関し，それぞれ，当該製品

の販売開始以降，当該取引先小売業者に対し，広告にお

いて販売価格の表示を行わないようにさせていた。 

② ＤＤプランと称する販売促進策の対象事業者として

ジョンソン・エンド・ジョンソンが選定した取引先小売

業者との取引に当たり，ワンデーアキュビューモイス

ト３０枚パックの販売に関し，遅くとも平成２１年１２

月以降，当該取引先小売業者に対し，ダイレクトメール

を除く広告において販売価格の表示を行わないようにさ

せていた。 



（２）最近の拘束条件付取引事件 

件   名 
（公表年月日）

内  容 

令和元年（認）第１号 

楽天株式会社に対する件 

（令和元年１０月２５日確

約計画の認定） 

公正取引委員会は，楽天に対し，同社の次の行為が独占

禁止法の規定に違反する疑いがあるものとして，確約手続

通知を行ったところ，同社から確約計画の認定申請があ

り，当該計画が独占禁止法に規定する認定要件に適合する

と認められたことから，当該計画を認定した。 

○ 楽天は，自らが運営する「楽天トラベル」と称する

ウェブサイトに宿泊施設を掲載する宿泊施設の運営業者

との間で締結する契約において，当該ウェブサイトに当

該運営業者が掲載する部屋の最低数の条件を定めるとと

もに，宿泊料金及び部屋数については，他の販売経路と

同等又は他の販売経路よりも有利なものとする条件を定

めている。 

あきた北農業協同組合及び

株式会社本家比内地鶏に対

する件 

（令和元年７月３日警告） 

平成１７年４月頃から平成３１年１月頃までの間，部会

員が生産する比内地鶏の販売に関して，次の行為により，

不当に拘束する条件を付けて取引していた疑い。 

○ 部会員との間で 

  あきた北農業協同組合の指定する出荷先以外への出荷

が無い者であること，比内地鶏の雛の数量に係るあきた

北農協の定める導入計画を遵守できる者であること等の

条件を満たす者と取引する旨 

  前記 に違反した場合には契約を解除して出荷停止が

できる旨 

等を内容とする「比内地鶏委託販売契約書」と称する３者

連名の契約を締結した上で 

・ 前記 の出荷先を本家比内地鶏に限定する

・ 前記 の導入計画における雛の数量を本家比内地鶏の

販売計画に合わせて調整する 

などにより，部会員に対し，生産した比内地鶏を本家比内

地鶏以外に出荷しないようにさせるとともに，導入する比

内地鶏の雛の数量を遵守させている疑いのある行為を行っ

ていた。 

今治タクシー事業協同組合

に対する件 

（平成３１年３月２６日警

告） 

組合の定款に規定する「組合員間の共通乗車券（チケッ

ト）の発行並びに集金業務」の事業を行うに当たり，組合

員が行うタクシー事業に関して，次の行為により，不当に

拘束する条件を付けて取引している疑い。 

 遅くとも平成２７年４月以降，運賃の額を割り引く行

為及び乗車する客から組合員に電話で配車を依頼する際

の通話料を負担する行為をさせないようにしている。 

 平成２９年６月以降，乗車する客が運賃及び料金を支

払う際にクレジットカードにより決済を行うための機

器を導入させないようにしている。 

平成２９年（措）第７号 

土佐あき農業協同組合に対

する件 

（平成２９年３月２９日排

除措置命令） 

なすの販売を受託することができる組合員を支部員又は

支部園芸部から集出荷場の利用を了承された者に限定して

いたところ，次のとおり，組合員からなすの販売を受託し

ていた。 

① 自ら以外の者になすを出荷したことにより支部園芸部

を除名されるなどした者からなすの販売を受託しないこ

ととして，なすの販売を受託していた。 

② 支部員が集出荷場を利用することなく農協以外への出



件   名 
（公表年月日）

内  容 

荷を行った場合に徴収される系統外出荷手数料（農協以

外の事業者に対する販売金額の３．５％）について，自

らの販売事業の経費（農協職員の人件費等）に充当して

いた。 

③ 支部園芸部の定めた罰金等を収受し，これを系統出荷

が行われたなすに関して自らが控除する諸掛預り金と同

様に販売事業に係る経費に充てていた。 



（３）確約手続に関する事例（前記（１）及び（２）の事例を除く。） 

件   名 
（公表年月日）

内  容 

令和３年（認）第１号 

ビー・エム・ダブリュー株

式会社に対する件 

（令和３年３月１２日） 

公正取引委員会は，ビー・エム・ダブリューに対し，同

社の次の行為が独占禁止法の規定に違反する疑いがあるも

のとして，確約手続通知を行ったところ，同社から確約計

画の認定申請があり，当該計画が独占禁止法に規定する認

定要件に適合すると認め，当該計画を認定した。 

○ ビー・エム・ダブリューは，継続的に取引している

ディーラーのうちの大部分のディーラーに対し，ＢＭＷ

新車について，当該ディーラーのこれまでの販売実績等

からみて当該ディーラーが到底達成することができない

販売計画台数案を策定し，当該ディーラーとの間で十分

に協議することなく販売計画台数を合意させるととも

に，当該販売計画台数を達成させるために，当該ディー

ラーがＢＭＷ新車を販売する上で必要となる事業用車両

の台数を超えてＢＭＷ新車を当該ディーラーの名義で新

規登録することを要請していた。 

令和２年（認）第４号 

アマゾンジャパン合同会社

に対する件 

（令和２年９月１０日） 

公正取引委員会は，アマゾンジャパンに対し，同社の次

の行為が独占禁止法の規定に違反する疑いがあるものとし

て，確約手続通知を行ったところ，同社から確約計画の認

定申請があり，当該計画が独占禁止法に規定する認定要件

に適合すると認め，当該計画を認定した。 

 アマゾンジャパンは本件対象事業部において，取引上の

地位が自社に対して劣っている納入業者（以下「本件納入

業者」という。）に対して，次の行為を行っている。 

 本件納入業者に対して，自社の収益性の向上を図るた

め，当該本件納入業者の責めに帰すべき事由がなく，か

つ，対価を減額するための要請を対価に係る交渉の一環

として行うことなく，かつ，当該本件納入業者から値引

き販売の原資とするための減額の申出がない又は当該申

出に基づき値引き販売を実施して当該商品が処分される

ことが当該本件納入業者の直接の利益とならないにもか

かわらず，在庫補償契約を締結することにより，当該契

約で定めた額を，当該本件納入業者に支払うべき代金の

額から減じている。 

 本件納入業者に対して，当該本件納入業者から仕入れ

た商品の販売において自社の目標とする利益を得られな

いことを理由に，自社の収益性の向上を図るため，あら

かじめ負担額の算出根拠等を明らかにせず，又は，当該

金銭の提供が，その提供を通じて当該本件納入業者が得

ることとなる直接の利益等を勘案して合理的な範囲を超

えた負担となるにもかかわらず，金銭を提供させてい

る。 

 本件納入業者に対して，自社の収益性の向上を図るた

め，本件共同マーケティングプログラム契約に基づき支

払を受けた金銭の全部又は一部について，当該契約に基

づくサービスの提供を行うことなく，金銭を提供させて

いる。 

 本件納入業者に対して，自社の収益性の向上を図るた

め，あらかじめ負担額の算出根拠等を明らかにせず，又

は，当該金銭の提供が，その提供を通じて当該本件納入



件   名 
（公表年月日）

内  容 

業者が得ることとなる直接の利益等を勘案して合理的な

範囲を超えた負担となるにもかかわらず，当該本件納入

業者からの毎月の仕入金額にあらかじめ定めた一定の料

率を乗じるなどして算出した額の金銭を提供させてい

る。 

 本件納入業者に対して，過剰な在庫であると自社が判

断した商品について，当該本件納入業者の責めに帰すべ

き事由がなく，かつ，以下のいずれにも該当しないにも

かかわらず，返品している。 

ア 当該商品の購入に当たり当該本件納入業者との合意

により返品の条件を明確に定め，当該条件に従って返

品する場合（当該返品が当該本件納入業者の得ること

となる直接の利益等を勘案して合理的な範囲を超えた

負担とならない場合に限る。） 

イ あらかじめ当該本件納入業者の同意を得て，かつ，

当該商品の返品によって当該本件納入業者に通常生ず

べき損失を自社が負担する場合 

ウ 当該本件納入業者から当該商品の返品を受けたい旨

の申出があり，かつ，当該本件納入業者が当該商品を

処分することが当該本件納入業者の直接の利益となる

場合 

令和２年（認）第３号 

ゲンキー株式会社に対する

件 

（令和２年８月５日） 

 公正取引委員会は，ゲンキーに対し，同社の次の行為が

独占禁止法の規定に違反する疑いがあるものとして，確約

手続通知を行ったところ，同社から確約計画の認定申請が

あり，当該計画が独占禁止法に規定する認定要件に適合す

ると認め，当該計画を認定した。 

ゲンキーは，同社が自ら販売する商品を同社に直接販売

して納入する事業者のうち，ゲンキーと継続的な取引関係

にあるもの（以下「納入業者」という。）に対し，次の行

為を行っていた。 

 新規開店等に際し，納入業者に対し，これらを実施す

る店舗において，当該納入業者が納入する商品以外の商

品を含む当該店舗の商品の移動，自社の従業員が定めた

棚割りに基づく商品の陳列等の作業を行わせるため，あ

らかじめ当該納入業者との間でその従業員等の派遣の条

件について合意することなく，かつ，派遣のために通常

必要な費用を自社が負担することなく，当該納入業者の

従業員等を派遣させていた。 

 ゲンキーが一般消費者向けに販売するクリスマスケー

キ等について，納入業者に対し，ゲンキーと当該納入業

者との取引に関係がないにもかかわらず，購入を要請し

ていた。 

 ア 自社が主催した「わくわくキャンペーン」と称する

催事について，その実施に要する費用を確保するた

め，納入業者に対し，「わくわくキャンペーン協賛」

等の名目で，あらかじめ算出根拠について明確に説明

することなく，金銭の提供を要請していた。 

イ 自社の物流センターについて，その運営に要する費

用を確保するため，当該物流センターを通じて納品す

る納入業者に「センターフィー」等の名目で提供させ



件   名 
（公表年月日）

内  容 

ている料金の料率の引上げの実施に際し，納入業者に

対し，あらかじめ算出根拠について明確に説明するこ

となく，引上げ後の料率を適用して算出した額の金銭

の提供を要請していた。 

ウ ゲンキーの物流センターへの商品の搬入を行う際に

ゲンキーが納入業者に使用させているケースについ

て，その購入に要する費用を確保するため，納入業者

に対し，あらかじめ算出根拠について明確に説明する

ことなく，金銭の提供を要請していた。 

エ バーコードラベルについて，その発行等に要する費

用を確保するため，納入業者に対し，あらかじめ算出

根拠について明確に説明することなく，金銭の提供を

要請していた。 

 売行きが悪く在庫となった商品及び販売期間中に売れ

残ったことにより在庫となった季節品（以下「売上不振

商品」という。）について，納入業者に対し，売上不振

商品を納入した当該納入業者の責めに帰すべき事由がな

く，売上不振商品の購入に当たって当該納入業者との合

意により返品の条件を定めておらず，かつ，当該納入業

者から売上不振商品の返品を受けたい旨の申出がないに

もかかわらず，その返品に応じるよう要請していた。 



件   名 
（公表年月日）

内  容 

令和２年（認）第１号 

日本メジフィジックス株式

会社に対する件 

（令和２年３月１２日） 

公正取引委員会は，日本メジフィジックスに対し，同社

の次の行為が独占禁止法の規定に違反する疑いがあるもの

として，確約手続通知を行ったところ，同社から確約計画

の認定申請があり，当該計画が独占禁止法に規定する認定

要件に適合すると認められたことから，当該計画を認定し

た。 

ア 富士フイルムＲＩファーマ（以下「ＦＲＩ」とい

う。）が，フルデオキシグルコース（以下「ＦＤＧ」と

いう。）の製造販売業への新規参入に当たり，ＦＤＧの

卸売を行う公益社団法人日本アイソトープ協会（以下

「協会」という。）を通じて，全国一律価格ではなく，

配達地域に応じた複数の価格（以下「地域別価格」とい

う。）で同社が製造するＦＤＧを販売しようとしていた

ところ，日本メジフィジックスは，平成２９年５月頃，

協会に対し，ＦＲＩと地域別価格によるＦＤＧの取引を

した場合には，自社が製造するＦＤＧ等の販売を停止す

る意思がある旨を伝えた。 

イ 日本メジフィジックスは，平成２９年５月頃以降，Ｆ

ＲＩがＦＤＧの自動投与装置の製造販売業者と共同開発

したＦＤＧの自動投与装置（以下「特定自動投与装置」

という。）の導入があり得た南関東地区及び近畿地区所

在の取引先医療機関に対し，特定自動投与装置におい

て，自社が製造販売するＦＤＧを使用できる可能性が

あったにもかかわらず，明確な根拠なく特定自動投与装

置では使用できないと説明していた。 

ウ 日本メジフィジックスは，平成２９年５月頃，ＦＲＩ

が製造販売するＦＤＧを購入している南関東地区及び近

畿地区所在の取引先医療機関から自社が製造販売するＦ

ＤＧの当日中の配送依頼を受けた際にはこれを拒否する

旨の方針を定めて社内周知し，以後，当該方針に沿って

依頼を拒否していた。 





３ 参照条文 

○ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和二十二年法律第五十四号）（抄） 

〔定義〕 

第二条 （略） 

②～⑧ （略） 

⑨ この法律において「不公正な取引方法」とは，次の各号のいずれかに該当する行為をいう。 

一～五 （略） 

六 前各号に掲げるもののほか，次のいずれかに該当する行為であつて，公正な競争を阻害す

るおそれがあるもののうち，公正取引委員会が指定するもの 

イ～ハ （略） 

ニ 相手方の事業活動を不当に拘束する条件をもつて取引すること。 

ホ・ヘ （略） 

〔不公正な取引方法の禁止〕  

第十九条  事業者は，不公正な取引方法を用いてはならない。 

〔既往の行為に対する確約手続に係る通知〕 

第四十八条の六 公正取引委員会は，第三条，第六条，第八条又は第十九条の規定に違反する疑

いの理由となつた行為が既になくなつている場合においても，公正かつ自由な競争の促進を図

る上で特に必要があると認めるときは，第一号に掲げる者に対し，第二号に掲げる事項を書面

により通知することができる。ただし，第五十条第一項（第六十二条第四項において読み替え

て準用する場合を含む。）の規定による通知をした後は，この限りでない。 

一 次に掲げる者 

イ 疑いの理由となつた行為をした者 

ロ～ニ （略） 

二 次に掲げる事項 

イ 疑いの理由となつた行為の概要 

ロ 違反する疑いのあつた法令の条項 

ハ 次条第一項の規定による認定の申請をすることができる旨 

〔排除確保措置計画に係る認定の申請，認定，申請の却下，計画変更に係る認定〕 

第四十八条の七 前条の規定による通知を受けた者は，疑いの理由となつた行為が排除されたこ

とを確保するために必要な措置を自ら策定し，実施しようとするときは，公正取引委員会規則

で定めるところにより，その実施しようとする措置（以下この条から第四十八条の九までにお

いて「排除確保措置」という。）に関する計画（以下この条及び第四十八条の九において「排

除確保措置計画」という。）を作成し，これを当該通知の日から六十日以内に公正取引委員会

に提出して，その認定を申請することができる。 

② 排除確保措置計画には，次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 排除確保措置の内容 

二 排除確保措置の実施期限 

三 その他公正取引委員会規則で定める事項 

③ 公正取引委員会は，第一項の規定による認定の申請があつた場合において，その排除確保措

置計画が次の各号のいずれにも適合すると認めるときは，その認定をするものとする。 

一 排除確保措置が疑いの理由となつた行為が排除されたことを確保するために十分なもの

であること。 

二 排除確保措置が確実に実施されると見込まれるものであること。 



④～⑧ （略） 

〔排除確保措置計画に係る認定の効果〕 

第四十八条の八 第七条第一項及び第二項（第八条の二第二項及び第二十条第二項において準用

する場合を含む。），第七条の二第一項（同条第二項及び第八条の三において読み替えて準用

する場合を含む。）及び第四項，第八条の二第一項及び第三項，第二十条第一項並びに第二十

条の二から第二十条の六までの規定は，公正取引委員会が前条第三項の認定（同条第七項の規

定による変更の認定を含む。次条，第六十五条，第六十八条第二項及び第七十六条第二項にお

いて同じ。）をした場合において，当該認定に係る疑いの理由となつた行為及び排除確保措置

に係る行為については，適用しない。ただし，次条第一項の規定による決定があつた場合は，

この限りでない。 

〔排除確保措置計画に係る認定の取消し〕

第四十八条の九 公正取引委員会は，次の各号のいずれかに該当するときは，決定で，第四十八

条の七第三項の認定を取り消さなければならない。 

 一 第四十八条の七第三項の認定を受けた排除確保措置計画に従つて排除確保措置が実施され

ていないと認めるとき。 

 二 第四十八条の七第三項の認定を受けた者が虚偽又は不正の事実に基づいて当該認定を受け

たことが判明したとき。 

②～④ （略） 

○ 不公正な取引方法（昭和五十七年公正取引委員会告示第十五号）（抄） 

（拘束条件付取引） 

12 法第二条第九項第四号又は前項に該当する行為のほか，相手方とその取引の相手方との取引

 その他相手方の事業活動を不当に拘束する条件をつけて，当該相手方と取引すること。 


